
第９期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート 自己評価欄
・数値目標があるもの ⇒ 達成率（◎：80％以上、〇：60～79％、△：30～59％、✕：29％以下）
・達成率が出しにくい場合、数値目標を設定していない場合 ⇒ 「◎達成できた、〇概ね達成できた、△達成はやや不十分、✕全く達成できなかった」

区分 現状と課題 第９期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
実施内容 自己評価 課題と対応策

①自立支援・介護
予防・重度化防止

高齢化が進展し、支援を必要とす
る軽度の高齢者や、介護が必要と
なる恐れのある高齢者が増加する
一方、現役世代人口が減少し、
サービスの担い手が不足すること
から、多様なニーズに応じた適切
で多様な主体によるサービスの提
供や、介護予防に資する高齢者の
生きがいづくりや社会参加を促進
する支援が必要となっている。

介護予防把握事業（高齢者実
態調査事業）を実施し、介護予
防等を必要とする高齢者を把
握し、必要な支援につなげる

介護予防把握事業（高齢者実態調査事業）を実
施し、介護予防等を必要とする高齢者を把握
し、必要な支援につなげる

（指標）
70歳以上の高齢者（要介護認定等を受けていな
い方）を対象とした戸別訪問による、生活状況
や健康状態等の調査の実施数（年間4,000件）

・調査目標達成に向けた各地域包括支援センター
調査員打合せ会議(年2回)と事業説明会（年1回）を
実施
・調査実施数：4,679件

◎

・市の指導等により調査員の調査率が向上し、調査実施件
数は目標を上回った。今後も市と地域包括支援センターの密
な連携のもと調査件数の増加を図る。
・各地域包括支援センター専門職を通し、基本チェックリスト
該当者を適切に介護予防活動等につなぐ。
・複合的な課題を抱える高齢者が増加しており、対応する調
査員のスキルアップを図る為、各地域包括支援センター調査
員打合せ会議（年2回）と事業説明会（年1回）の充実に努め
る。

①自立支援・介護
予防・重度化防止

同上

元気な高齢者を対象とした、
介護予防継続教室（月２回、１
回２時間程度、指導ボランティ
アによるストレッチ、筋トレ、脳
トレ等の「わかがえりレッス
ン」）の維持、拡充

元気な高齢者を対象とした、介護予防継続教室
（月２回、１回２時間程度、指導ボランティアによ
るストレッチ、筋トレ、脳トレ等の「わかがえりレッ
スン」）の維持、拡充

（指標）
・介護予防サポーター養成講座の開催数
（R7.3月末:2回）
・介護予防継続教室の教室開催数、参加者数
（R7.3月末:22教室、参加者実495人）

・市と各地域包括支援センターの協働による、介護
予防継続教室の運営やボランティア支援及びボラ
ンティア養成（介護予防サポーター養成講座（１
コース7回））の実施
・介護予防サポーター養成講座の開催数：3回
・介護予防継続教室の教室開催数、参加者数：22
教室　実479人

◎

・介護予防継続教室の参加者については、維持～微増で推
移している。教室利用者の増加に向け、市と地域包括支援セ
ンタ－が連携しながら引き続き周知等に努めていく。
・高齢化が今後も進むなか、ボランティアの担い手も不足す
ることが予想されることから、指導ボランティアをはじめとした
ボランティアの育成にむけ、次年度以降も、ボランティア養成
講座の開催時期や周知方法の工夫等、効果的な開催方法を
検討していく。

①自立支援・介護
予防・重度化防止

同上

総合事業における、住民等主
体の通所サービス（おたっしゃ
サービス）の実施箇所数の増
及び全小学校区（２６校区）開
催に向けての拡大

総合事業における、住民等主体の通所サービ
ス（おたっしゃサービス）の実施箇所数の増及び
全小学校区（２６校区）開催に向けての拡大

（指標）
おたっしゃサービスの利用人数及び実施数
R6：270人　36会場
R7：280人　38会場
R8：290人　40会場
（目標値）

・実施団体の連絡会開催と事業説明会（各1回）、
市民・関係団体への周知の実施
・おたっしゃサービスの利用人数及び実施数：297
人　22校区32会場

◎

おたっしゃサ－ビスの実施個所数、参加実人員、参加延べ
人員ともに増加している。
引き続き、住民等主体の通所サービス（おたっしゃサービス）
の実施団体や関係団体等との連携し、おたっしゃサ－ビスの
更なる拡充に向け進めていく。

第９期介護保険事業計画に記載の内容 R７年度（年度末実績）
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区分 現状と課題 第９期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
実施内容 自己評価 課題と対応策

第９期介護保険事業計画に記載の内容 R７年度（年度末実績）

②給付適正化

・介護保険制度を将来にわたって安
定的に運営していくためには、制度
に対する市民の理解が必要であるこ
とから、制度の周知等の充実に努め
るとともに、真に必要な給付を適切
に提供するための介護給付等の適
正化事業を推進する。

・国及び北海道が示す「介護保険給
付適正化計画に関する指針」に基づ
き、「要介護認定の適正化」や「ケア
プラン等の点検」、「医療情報との突
合・縦覧点検」について実施目標を
設定し、北海道国保連合会（国保
連）等との連携を図りながら取組み
を進め、実施の効果について検証す
るとともに、周知に努める。

要介護認定の適正化
・要介護認定の適正化
　　⇒　認定調査の結果について、保険者による
点検を全件実施（第９期計画期間各年度）

・介護認定の適正化　⇒7,563件（変更申請　2,011
件、更新申請　5,552件）

◎

・認定調査に必須となる定義が正しく理解されていない調査
員がいる。疑問点は調査員へフィードバックするとともに、ｅ
ラーニングの調査員向け講座を活用し、調査員として必要な
知識を学習してもらうため、引き続き文書等でｅラーニングの
周知を図る。

②給付適正化 同上 ケアプラン等の点検

・ケアプラン点検（研修会含）　　⇒　30件実施
・住宅改修の点検　⇒　10件実施
・福祉用具購入調査　⇒　12件実施
・福祉用具貸与調査　⇒　12件実施
　（※第９期計画期間各年度）

・ケアプラン点検　⇒　30件、研修会実施
・住宅改修の点検　⇒　11件
・福祉用具購入調査　⇒　12件
・福祉用具貸与調査　⇒　12件

◎

・ケアプラン点検は令和６年度より件数を20件から30件に増
やしたことにより、日程の関係上、１件当たりの点検時間と研
修会の時間が短くなってしまった。予算と委託先の都合上、
日程を２回に分けることが難しく、今後は委託先と調整しなが
ら効率よく事業を行っていく必要がある。
　点検については、点検員が問題や課題を書き出し、介護支
援専門員と情報共有しながら課題に対してのアプローチや解
決策を考える等、より内容の濃いものとなっていた。
点検後のプランについての確認が行なえないのが課題で
あったが、前年度の点検プランを令和７年度も数件点検し、
振り返りを行うことで前年度の点検内容を活かしたプランと
なっているか等の確認を行った。
　研修会については、前年度に続き、グループワークなど実
践を交えた内容で行い、参加者に好評であったため、今後も
事例検討やグループワークなど、より実践的な研修内容を検
討していく。

・住宅改修点検、福祉用具購入調査、福祉用具貸与調査に
ついては、前期が他業務の繁忙期と重なり、後期に点検や
調査が集中してしまうため、今後は前期にも実施できるよう、
他業務と調整しながら計画的に実施する。

②給付適正化 同上 医療情報との突合・縦覧点検

・医療情報との突合
　⇒　国保加入者分は国保連への業務委託、後
期高齢者医療保険加入者分は、国保連からの
突合情報を基に保険者で毎月点検を実施
・縦覧点検
　⇒　国保連への業務委託および保険者により
実施（第９期計画期間各年度）

・医療情報との突合・縦覧点検　⇒　8,399件（突合
4,471件、縦覧　3,928件）

◎
・医療情報との突合・縦覧点検については、事業所へ確認を
行い、必要に応じて過誤調整を行う等,一定の効果が見られ
ており、引き続き国保連と連携し取組んでいく。
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